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平成３０年度事業の概要 

 

１ 賃貸管理事業 

(１)公社賃貸住宅 

堀川団地（椹木町団地、下立売団地、出水団地（第１～３棟）計５棟１３７区画の住宅及

び店舗の賃貸、管理を行った。 

事業費：１５，４５９千円 

 

区  分 住   宅 
店舗・ 

店舗付住宅 
合   計 

堀川団地 

管理区画数 ９２区画 ４５区画 １３７区画 

入居区画数 ５８区画 ２３区画 ８１区画 

家賃等収入 20,655千円 34,159千円 54,814千円 

      ※ 入居区画数の増減：住宅、店舗等各１区画増加） 

 

(２)公社駐車場 

男山駐車場及び桃山東山ノ下駐車場の管理を行った。 

事業費：５６６千円 

 

区      分 区画数 駐車場収入 備   考 

男山駐車場（八幡市） ６４区画 4,488千円 
雄徳駐車場管理組合に

一括賃貸 

桃山東山ノ下駐車場（伏見

区） 
１５区画 1,779千円 個人に賃貸 

計 ７９区画 6,267千円  

 

２ 建設事業（堀川団地再生事業） 

（1）出水第３棟改修工事完成、供用開始（平成３０年５月） 

    平成３０年度繰越事業費 １８４，７０６千円 

改修工事工期 平成 29 年 10 月 26 日～平成 30 年５月 15 日 

 

（２）下立売団地改修工事契約締結（平成３１年３月） 

平成３０年度年割額 ０千円（契約額３９０，２４２千円） 
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改修工事工期 平成 31 年４月８日～令和２年１月 31 日 

                   

（３）椹木町団地 

  残り３店舗と移転交渉を行い、２店舗の移転が完了。 

※ 残り１店舗も移転交渉が成立し、令和元年８月の移転予定 

 

（４）主な事業費 

事業名 事業内容 事業費 備考 

移転、休業補償

費 

椹木町団地店舗の移転

補償費、下立売団地改

修工事期間中の店舗休

業補償調査費等 

千円 

 

１２，０７０ 

 

 

 

○椹木町団地店舗移転補償費  

２件 8,182 千円 

○下立売団地 

  補償調査費    3,888 千円 

 

出水第３棟再入

居、下立売団地

仮移転等経費 

出水第３棟再入居   

       ９世帯 

下立売団地仮移転 

      ９世帯 

  ３，９３１ 

 

○出水第３棟、下立売団地移転経費 

１８世帯 3,186 千円 

○仮住居クリーニング費 745 千円 

入居促進、調整

事業 

空店舗、空住戸入居促

進、調整に要する経費

（空店舗、空住戸整備

費） 

 ８，４２０ 

 

○空店舗整備費 ３件 7,431 千円 

○空住戸整備費 ２件  989 千円 

堀川会議室運営

等まちづくり推

進事業 

堀川会議室の運営、堀

川団地専用ホームペー

ジなど広報費用等 

  ７２８ 

 

堀川会議室運営委託、ホームページ 

運営費用他 
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３ 府営住宅管理受託事業 

  平成２０年度から公営住宅法に基づく管理代行制度及び地方自治法に基づく指定管理者制

度等により府営住宅等の管理業務を京都府から受託しており、平成２０年度に乙訓土木事務所

管内の府営住宅等について「乙訓府営住宅管理センター」を設置して管理開始したのを皮切り

に順次管理区域を拡大し、平成２２年度から府内全府営住宅等のうち市町が管理代行する団地

を除く全ての団地を管理受託することとなり、「京都」、「乙訓・南丹」、「山城」及び「中

丹・丹後」の４府営住宅管理センターで管理してきた。 

 （平成３１年３月３１日現在の管理戸数、１２４団地１４,６７２戸） 

なお、京都府において、平成３１年４月１日から、「乙訓・南丹」管内の府営住宅等の管理

方式を指定管理者制度へ移行することに伴い、同管内の府営住宅等の管理は、民間事業者が実

施することとなった。 

 

（１）府営住宅の管理業務 

    ア 入居者対応業務 

        入退去の手続、入居者に係る各種承認・指導、家賃収納及び滞納整理、収入調査、  

 自治会対応等の業務を実施した。 

    イ 施設管理業務 

        住宅及び共同施設の維持修繕、保守点検等の業務及び新規入居者募集に伴う空家整備工

事を実施した。 

また、計画的な修繕として、浴槽・釜取替工事、屋内給水管改修工事、屋根防水改修工

事等を実施した。 

 

（２）府営住宅の入居者募集・入居決定業務 

   入居者募集・受付、資格審査、抽選、入居決定、入居説明会及び鍵渡し等の業務を   

南部地域（南丹土木事務所管内以南）については住宅管理部で、北部地域（中丹東・中丹西

土木事務所管内以北）については、入居決定を除いて中丹・丹後府営住宅管理センターで実

施した。 

            

 〔空家入居者募集（南部地域一般募集（多子･新婚･子育て優先を含む））実施状況〕 

 

募 集 時 期 

 

募集戸数 

 

応募者数 

 

応募倍率 

 

 平成３０年 ６月 

             ７月 

      １０月 

      １１月 

 平成３１年 ２月 

       ３月 

 

 

     ７４ 戸 

     ７７ 

    ８２ 

     ７７ 

     ７８ 

    ７７  

 

     ３１１ 名 

     １９６ 

     ２１８ 

     ２０８ 

     ２２４ 

     １９８  

 

    ４.２０ 倍 

      ２.５５ 

    ２.６６ 

     ２.７０ 

    ２.８７ 

     ２.５７ 

 

平成３０年度計（６回） 

 

   ４６５ 戸 

 

  １,３５５ 名 

 

     ２.９１ 倍 

 

平成２９年度計（６回） 

 

   ４６４ 戸 

 

  １,７１９ 名 

 

     ３.７０ 倍 

  ＊ この他、京都府において実施した優先入居募集（年３回、募集戸数１０６戸、応募者数１８６人、応募倍率 

   １.７５倍）について入居決定、入居説明会及び鍵渡し等の入居業務を実施した。 
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〔空家入居者募集（北部地域一般募集（多子･新婚･子育て優先を含む））実施状況〕 

 

募 集 時 期 

 

募集戸数 

 

応募者数 

 

応募倍率 

 

 平成３０年 ６月 

      １２月 

 

     ４８ 戸 

     ４７   

 

     １６１ 名 

     １４６   

 

    ３.３５ 倍 

     ３.１１ 

 

平成３０年度計（２回） 

 

    ９５ 戸 

 

    ３０７ 名 

 

     ３.２３ 倍 

 

平成２９年度計（２回） 

 

    ９２ 戸 

 

    ３００ 名 

 

     ３.２６ 倍 

  ＊ この他、京都府において実施した優先入居募集（年２回、募集戸数２６戸、応募者数９８人、応募倍率 

   ３.７７倍）について入居決定、入居説明会及び鍵渡し等の入居業務を実施した。 

 

（３）府営住宅駐車場の管理業務 

   京都府が整備した府営住宅駐車場について、使用申込の受付・審査、使用決定、使用料収

納、使用者指導及び修繕等の業務を実施した。 

 

 〔駐車場管理状況〕 

 

区   分 

 

平成29年度末 

 

期中増減 

 

平成30年度末 

 

 併 設 団 地 数       

 

      ４６団地 

 

     １団地増 

 

      ４７団地 

 

 区 画 数       

 

 ４,６０２区画 

 

    ５４区画増 

 

 ４,６５６区画 

 

（４）事業費 

 

業務区分等 

 

事  業  費 

 

（１）府営住宅の管理業務 

 

 １，４１２，１７５千円 

 

 

 

 

 

 ア 入居者対応業務 

 

    ５８，４１７ 

 

 イ 施設管理業務 

 

 １，３５３，７５８ 

 

（２）入居者募集・入居決定業務 

 

     ２，３９２ 

 

（３）府営住宅駐車場の管理業務 

 

    ３６，９１７ 

 

（４）人件費・事務費 

 

   ２７７，６５０ 

 

合    計 

 

 

 １，７２９，１３４ 
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(参考)東日本大震災被災者受入状況 

                                             （令和元年５月 31 日現在） 

 

 府営住宅 

 管理セン  

ター 

 

入 居 

 

世帯数 

 

退 去 

 

世帯数 

 

現在入居中 

 

 

入 居 制 限 

（使 用 料） 
 

世 帯 数 

 

世帯人数 
 
京   都 

 
   ２７ 

 
   ２５ 

 
   ２ 

 
   ４ 

 
○被災県から応援要請ある場合 

・令和元年度末まで入居可 

   （無償） 

 ・２世帯３人 

○自主避難の場合 

  ・平成３０年度末まで入居  

 可（有償） 

 ・２世帯３人 

  ・現在、京都府において退  

 去に向け指導中 

 

乙訓・南丹 

 

     ７ 

 

     ７ 

 

    ０ 

 

    ０ 

 

山   城 

 

   ２６ 

 

   ２４ 

 

   ２ 

 

   ２ 

 

中丹・丹後 

 

     ５ 

 

     ５ 

 

    ０ 

 

    ０ 

 

計 

 

   ６５ 

 

   ６１ 

 

   ４ 

 

   ６ 
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４ 住宅相談事業 

京都府の委託を受け、住宅の新築・増改築・修繕工事、住宅の賃貸・売買契約、相隣関係、

府営住宅の入居等の相談業務及びテレホンサービス、ホームページを利用した情報提供を行

った。 

事業費：１０，２４４千円 

                                  

   

   

   

   

   

   

   

    

区   分 内       容 件   数 

住宅に関する相談 

賃貸住宅、法律、不動産取引、

建築請負等の相談 
   ２，６４８件(2,420件) 

 うち弁護士による法律相談     ４５７件(419件) 

うち建築士による技術相談      ７８件(64件) 

計 

  ２,６４８件(2,420件) 

  （来所 ６２４件( 574件)） 

 (電話２，０２４件(1,846件)) 

※（  ）は前年度 

                                                                      

区 分 内     容 件   数 

テレホンサービス 府営住宅募集案内  ７６６ 件(683件) 

ホ ー ム ペ ー ジ 住宅情報の提供 ７０，７９２件(75,720件) 

※（  ）は前年度 

 

５ 中堅勤労者向け公共賃貸住宅事業（愛称：たいあっぷ住宅） 

国及び京都府から家賃補助等を受ける中堅勤労者向け公共賃貸「たいあっぷ住宅」につい

て、1 団地のオーナーからの委託を受け、募集・審査・入居決定、収納、補助金申請補助等

の管理業務を行った。 

なお、この事業は令和２年度をもって終了する。 

     事業費：４０６千円 

 

６ その他事業 

木津かぶと台団地の分譲事業に係る１１件の後払金収納事業（長期割賦事業）を行った。 

なお、この事業は令和４年度をもって終了する。 

事業費：４８５千円 
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